
秋田県・市町村協働政策会議総会次第

日時 平成２８年１１月２１日（月）

午後２時～午後３時２０分

場所 秋田キャッスルホテル ４階 放光の間

１ 開 会

２ あいさつ

３ 議 事

（１）市町村提案について

① 罹災証明書の交付に伴う被害調査等実施体制の整備に係る協働について

（町村会） 【資料１】

（２）県提案について

① 国民健康保険制度改革に係る準備事業の今後の協議方針等について【資料２】

（３）県からの説明・報告事項について

① 秋田県内就職者向け奨学金返還助成について 【資料３】

② 「ＮＨＫ連続テレビドラマ」秋田県誘致推進協議会（仮称）の設立について

【資料４】

③ 県民総参加によるねんりんピック秋田２０１７の開催について 【資料５】

④ 平成３０年産以降の米生産に係る取組について 【資料６】

⑤ 台風１０号等を踏まえた緊急的な対応について 【資料７】

⑥ 木造住宅の耐震化促進について 【資料８】

⑦ 県警察の重点取組事項に関する協力依頼について 【資料９】

（４) 前回の協働政策会議のフォローアップについて 【資料10】

（５) その他

４ 閉 会
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市町村
№

1 秋田市長 穂 積 志

2 能代市長 齊 籐 滋 宣

3 横手市長 髙 橋 大

4 大館市長 福 原 淳 嗣

5 男鹿市長 渡 部 幸 男

6 湯沢市長 齊 籐 光 喜

7 鹿角市長 児 玉 一

8 由利本荘市長 長谷部 誠

9 潟上市長 石 川 光 男

10 大仙市長 栗 林 次 美

11 北秋田市長 津 谷 永 光

12 にかほ市長 横 山 忠 長

13 仙北市長 門 脇 光 浩

14 小坂町長 細 越 満

15 上小阿仁村長 小 林 悦 次

16 藤里町長 佐々木 文 明

17 三種町長 三 浦 正 隆

18 八峰町長 加 藤 和　　夫

19 五城目町長 渡 邉 彦兵衛

20 八郎潟町長 畠 山 菊 夫

21 井川町長 齋 藤 多 聞

22 大潟村副村長 工 藤 敏 行

23 美郷町長 松 田 知 己

24 羽後町長 安 藤 豊

25 東成瀬村長 佐々木 哲 男

関係団体

№

1 秋田県市長会事務局長 工 藤 喜根男

2 秋田県市長会事務局課長 遠 藤 孝　　志

3 秋田県市長会事務局参事 丸 谷 弘

4 秋田県町村会事務局長 水 谷 津

5 秋田県町村会事務局業務課長 遠 藤 正 人

6 秋田県町村会事務局業務課主査 髙 橋 敏 昭

7 鹿角広域行政組合事務局長 渋 谷 伸 輔

8 能代山本広域市町村圏組合事務局長 吉 田 昌 純

9 秋田周辺広域市町村圏協議会事務局副参事 佐 藤 伸

10 本荘由利広域市町村圏組合事務局長 佐 藤 実

11 大曲仙北広域市町村圏組合副管理者 元 吉 峯 夫

12 湯沢雄勝広域市町村圏組合事務局長 藤 田 勝 志

秋田県・市町村協働政策会議総会出席者名簿

役　　　職　　　名 氏 名

役　　　職　　　名 氏 名
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秋田県

№

1 知事 佐 竹 敬 久

2 副知事 堀 井 啓 一

3 副知事 中 島 英 史

4 警察本部長 扇 澤 昭 宏

5 総務部長 天 利 和 紀

6 総務部危機管理監（兼）広報監 佐々木 司

7 企画振興部長 粟 津 尚　　悦

8 企画振興部地方創生監 島 崎 正 実

9 観光文化スポーツ部理事 前 川 浩

10 観光文化スポーツ部長 草 彅 作 博

11 健康福祉部長 田 中 央 吾

12 生活環境部長 田 中 昌 子

13 農林水産部長 佐 藤 博

14 産業労働部長 岩 澤 道 隆

15 建設部長 前 佛 和 秀

16 会計管理者（兼）出納局長 金 田 早 苗

17 教育次長 佐 藤 雅　　彦

18 鹿角地域振興局長 吉 尾 成 一

19 北秋田地域振興局長 水 澤 聡

20 山本地域振興局長 倉 部 明 彦

21 秋田地域振興局長 奈 良 博

22 由利地域振興局長 佐々木 則 夫

23 仙北地域振興局長 出 雲 隆 志

24 平鹿地域振興局長 木 村 雅 彦

25 雄勝地域振興局長 三 浦 泰 茂

26 企画振興部次長 妹 尾 明

27 企画振興部次長（兼）研究統括監 高 橋 修

28 市町村課長 奈 良 聡

役　　　職　　　名 氏 名
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秋田県・市町村協働政策会議総会配席図 
平成２８年１１月２１日（月）午後２時～ 

秋田キャッスルホテル４階「放光の間」    

出席者（県２８名、市１３名、町村１２名） 

随行（県３０名、市町村２５名、市長会・町 

村会事務局６名、広域行政組合・広域市町圏 

組合６名） 
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秋田県・市町村協働政策会議の提案事項について 

 

団体名    秋田県町村会               

 

項  目  名 

 
罹災証明書の交付に伴う被害調査等実施体制の整備に係る協働について 

提 案 要 旨 

 

  

 災害時における被災者を支援するために必要となる、罹災証明書を迅

速に交付するため、被害調査職員を育成する合同ワーキングや研修会を

開催するとともに、甚大又は広範にわたる災害時には、被害調査職員の

派遣、被害調査や認定業務の実施体制の整備等について、県と市町村が

協働で取り組む。 

 

理     由 

（背景等） 

 

 

東日本大震災又は熊本地震の際は、市町村の被害調査職員の不足、被

害調査や認定業務の実施体制が十分でなかったため、罹災証明書の交付

に長期間を要し、被災者の生活再建に遅延が生じた事例があった。 

 

そのため、各自治体では被害調査職員を育成して、災害時に被災者を

支援するために必要な罹災証明書を遅滞なく交付するために、被害調査

や認定業務を迅速に実施する体制が求められている。 

 

現在、各自治体では、被害調査職員の育成は急務となっていますが、

特に、被害調査のスキル（知識・技能）を有する職員の少ない小規模自

治体が、独自に育成することは難しいことから、県と市町村が連携して

被害調査職員を育成する合同ワーキングや研修会の開催が必要である。 

 

また、甚大又は広範にわたる災害時には、被災市町村において被害調

査職員のマンパワーの不足する事態に備え、県と市町村が相互に被害調

査職員の派遣、被害調査や認定業務を連携して実施できる体制の整備つ

いても必要である。 

 

 

 

資料１ 
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別紙様式 

 

秋田県・市町村協働政策会議の提案事項について 

 

部局名    健康福祉部     

 

項  目  名 国民健康保険制度改革に係る準備事業の今後の協議方針等について 

提 案 要 旨 

 

 

国保の制度移行に向けて、現在県が策定中の「国保運営方針（案）」

の進捗状況を説明するとともに、事業費納付金の算定方法や激変緩和措

置の議論が本格化することから、今後の市町村との協議方針等について

提案するものである。 

理     由 

（背景等） 

 

・「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部 

を改正する法律」の成立に伴い、県は平成３０年度から国保財政運営 

の責任主体となることから、「国保運営方針」にて財政運営の基本的 

な考え方や事業費納付金の算定方法などを定める。 

・当該方針案の策定に向けて、これまで県では、月１回のペースで市町 

村との協議を重ね、標準税率や事業費納付金の算定方法（国保運営方 

針第２章）以外については、概ね市町村と意見の一致を見たところで 

ある。 

（参考資料：「国保運営方針（案）項目一覧表」参照） 

・先般、厚生労働省から「事業費納付金試算システム（簡易版）」が 

 配布されたことから、厚生労働省が示したガイドラインに沿って、医 

療費水準や所得水準を考慮した算出方法により事業費納付金等の試 

算を行い、現在、試算結果の検証・精査を行っている。 

・県としてはこれを踏まえ、試算結果を提示するとともに、制度改正に 

伴う急激な負担増を緩和するための「激変緩和措置」と併せて、県の 

具体的な考え方を説明しながら、今後市町村と協議していきたいと考 

えている。 

・市町村との協議にあたっては丁寧な説明に努め、情報を共有するとと 

もに十分な共通認識の形成を図りながら協議を進めていきたいと考 

えている。 

・今後の主なスケジュール（予定）は次のとおり。 

（平成２８年度） 

 11 月下旬  試算及び「激変緩和措置（案）」の提示 

 12 ～２月 県市町村での協議・調整 

 ３月末  「国保運営方針（案）」最終案の合意 

（平成２９年度） 

 ５月  国保運営協議会での審議 

 ６月～ 国保法に基づく市町村への意見聴取、パブコメの実施 

     上記、審議・意見聴取・調整を踏まえ、 

10月  「国保運営方針」の決定 

資料２ 
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参考資料

秋田県国保運営方針（案）項目一覧表

第１章 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し

被保険者数の状況、財政状況及び医療費の動向と将来の見通し

財政収支の改善に係る基本的な考え方、赤字解消・削減の取組 など

第２章 市町村における保険税の標準的な算定方法に関する事項

国民健康保険事業費納付金の算定方法、都道府県標準保険税率

市町村標準保険税率、激変緩和措置、標準保険税率の公表 など

第３章 市町村における保険税の徴収の適正な実施に関する事項

市町村における収納率目標の設定、収納率向上対策の推進

収納対策の強化 など

第４章 市町村における保険給付の適正な実施に関する事項

県による保険給付等の点検、不正利得の回収、療養費の支給の適正化

レセプトの審査及び点検の充実、第三者行為求償事務の取組強化 など

第５章 医療に要する費用の適正化の取組に関する事項

医療費の適正化に向けた取組、秋田県医療費適正化計画との連携 など

第６章 市町村の国民健康保険事業運営の広域化・効率化に関する事項

保険者事務の共同実施に向けた取組、医療費適正化の共同実施に向けた取組

収納対策の共同実施に向けた取組、保健事業の共同実施に向けた取組 など

第７章 保健医療サービス及び福祉サービスに関する施策その他の関連

施策との連携に関する事項

秋田県医療保健福祉計画との連携、秋田県地域医療構想との連携

国保データベースシステムの活用による関連施策等との連携 など

第８章 施策の実施のために必要な関係市町村相互間の連絡調整

その他県が必要と認める事項に関する事項

秋田県国民健康保険運営方針の見直し等、秋田県国民健康保険運営協議会

における審議、国民健康保険保険給付費等交付金の交付事務等 など
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募集要項を公開しました！
平成29年４月から受付開始！

ポ
イ
ン
ト

（１）①民間企業就職者のほぼ全員が対象の「一般分（助成率２／３）」、
②成長産業５分野に就職する大卒者等が対象の「未来創生分（助成率１０／１０）」
の２種類を用意！！

（２） 募集人数の制限がありません！要件を満たす方は、全て助成対象です！！
（３） 正規雇用の方に限りません！また、中途退学された方も対象です！！
（４） 新卒者の方はもちろん、一定の要件を満たす既卒者の方も対象です！！

助成の要件 要件の詳細

１ 対象となる奨学
金の貸与を受けて
いること

（１）日本学生支援機構の奨学金
【第１種、第２種】
（２）秋田県育英会の奨学金
【大学月額、高等学校等、多子世帯向け】
（３）県内市町村奨学金 等

２ 秋田県内に、定
住の意思を持って
居住していること

平成29年4月1日以降に、県内居住してい
ること(既卒者は※1を参照)

３ 秋田県内で就
労していること

平成29年4月1日以降、次のア）～ウ）のい

ずれかに該当すること（既卒者は※2を参照)
ア）県内に本社がある企業等に雇用され
ていること
イ）県外に本社がある企業等に、主な勤務
地を県内に定め雇用されていること
ウ）県内で新たに起業し、または農林漁業

等に従事していること

注

意

次のいずれかに該当する方は、助成を受けることができません。
（１） 助成対象となる奨学金の貸与期間が、通算して２年未満の方
（２） 公務員、独立行政法人・国立大学法人・地方独立行政法人に正規雇用されている方
（３） 秋田県外に本社がある企業等に雇用されている方で、主要な勤務地が秋田県内と

なっていない方（いわゆる「転勤族」の方）

（平成２９年度の新卒県内就職者の例）

※1）平成28年4月1日以降、秋田県外から県内に転入する、一定の
県外居住実績がある方などが対象となります。
※2）平成28年4月1日以降、就労の要件を満たす場合などに対象と
なります。

既卒者の場合の要件
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ア）理系の学科（理学・工学・農学・保健）を修めた大学（短大卒は除きます）・大学院卒業の方
イ）外国語（英語、韓国語、中国語、ロシア語）について、一定の資格等を有する大学（短大卒は除き

ます）・大学院卒業の方
ウ）「工業」に属する学科を修めた高等専門学校卒業の方

対象者 助成率 助成金上限額 助成期間

「１ 助成を
受ける要件」
を満たす方

年返還額の
２／３

１３万３千円
（年額）

①奨学金貸与期間が３年を超える場合
：３年間（36か月分）
②同２年以上３年以下の場合：２年間（24か月分）

対象者 助成率 助成金上限額 助成期間

「一般分」の対象者で、「特定５業種（①航空機、②自
動車、③医療福祉機器、④情報、⑤新エネルギー）」に
ついて認定を受けた企業等に就職する、次のア）～ウ）
のいずれかに該当する方

年返還額の
１０／１０

２０万円
（年額）

一般分と同じ

次の書類を、秋田県人口問題対策課 県内就職者奨学金返還助成担当あて、郵送または持参により提出して
ください。申請の受付期間は、平成２９年４月から平成３０年３月末日までです。

【外国語資格等】
◆外国語資格・点数を証明できる書類

（１）助成対象者認定申請書
（２）就労を証明できる資料
（３）住民票
（４）奨学金の名称、貸与金額、貸与期間、返還金額、
返還計画、返還実績、返還残額を証明できる書類

（５）奨学金貸与団体等への個人情報提供同意書

「一般分」添付資料 「未来創生分」添付資料

【大学等の理系学科卒】
◆大学等の理系学科卒業を証明できる書類

【高等専門学校の工業学科卒】
◆高等専門学校の工業学科卒業を証明できる書類

秋田さ 来てけれ！

◆募集要項や詳しい情報は、
秋田県就活情報サイト「KocchAke（こっちゃけ）！」
からご覧ください！！

〔申請書類の送付・持参先、お問い合わせ先〕
〒010-8570 秋田市山王４－１－１ 人口問題対策課 奨学金返還助成担当

電話 ０１８－８６０－３７５１／ＦＡＸ ０１８－８６０－３８７１／ＭＡＩＬ jinkou@pref.akita.lg.jp
ハロー！みな来い！

◆ 「県内就職希望登録」をして
いただいた方に、情報配信を
行います！
ぜひ登録をお願いします！

©2015秋田県んだッチH280067 A
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「ＮＨＫ連続テレビドラマ」秋田県誘致推進協議会（仮称）の設立について

平成２８年１１月２１日

秋田県観光文化スポーツ部

１ 趣旨

県内への観光誘客促進をはじめ、大きな経済効果が期待できる「ＮＨＫ連続テレビド

ラマ」の誘致を全県一丸となって行う。

２ 会員（案）

県、市町村、経済団体等 計 約４０団体

３ 役員（案）

会 長 秋田県知事

副会長 秋田県市長会会長、秋田県町村会会長、秋田県商工会議所連合会会長、

(６名) 秋田県商工会連合会会長、秋田県中小企業団体中央会会長、

(一社）秋田県観光連盟会長

４ 事務局（案）

秋田県観光文化スポーツ部

５ 設立時期（予定）

平成２８年１２月２１日（水）午後

６ 要望活動（予定）

年明けにＮＨＫ（東京渋谷）を訪問し、一回目の要望活動を行う。

７ 会費・負担金等

会費や負担金は徴収しない。

【参考】

ＮＨＫ連続テレビ小説（朝ドラ）のこれまでの題材

①秋田県題材作品

第１７作（昭和５１年度前期）「雲のじゅうたん」

第２７作（昭和５６年度前期）「まんさくの花」

②近年と今後の作品

第９３作（平成２７年度後期）「あさが来た」

第９４作（平成２８年度前期）「とと姉ちゃん」

第９５作（ 〃 後期）「べっぴんさん」（放送中）

第９６作（平成２９年度前期）「ひよっこ」

第９７作（ 〃 後期）「わろてんか」

※ 第９８作（平成３０年度前期）以降の早期の誘致を目指す。

資料４
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秋田を舞台とした映画・ドラマはいくつかあるが、NHKに関しては長らく映像化が遠のいている。

全県一丸となった連ドラ誘致推進組織を立ち上げ、誘致活動を強力に展開。

早ければ、平成３０年度放映の連ドラ誘致を目指す。

「雲のじゅうたん」
放送：1976（昭和51）年4月5日～10月2日

平均視聴率40.1％ 最高視聴率48.7％

NHK連続テレビ小説

大正から昭和にかけて秋田と東京を舞台に、「鳥のように自由に
飛びたい」という夢を追いかけ飛行士になった真琴（浅茅陽子）
の波乱に富んだ半生を明るいタッチで描く。ベテラン女優・田中
絹代がナレーションを担当した。浅茅のおおらかな演技と、父親
を演じる中条静夫の頑固おやじぶりが人気を呼んだ。ヒロイン像
は、「翔んでる女」が流行語となる世相を反映していた。

「まんさくの花」
放送：1981（昭和56）年4月6日～10月3日

平均視聴率37.1％ 最高視聴率42.4％

秋田県横手市に育った芸大（油絵）志望の女子高生・祐子（中村明美
）が、受験失敗、浪人生活、アルバイト、就職、失恋など、数多くの
体験を通して明るくたくましく成長していく２年間を描く。
暗くなりがちな内容を、おっちょこちょい役に倍賞千恵子を配し、家
庭生活の機微を描きつつ、ユーモアを交えて明るく見せている。ヒロ
インは最後まで結婚しない。

NHK連続テレビ小説の誘致
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県民総参加によるねんりんピック秋田２０１７の開催

＜第30回全国健康福祉祭（ねんりんピック秋田２０１７）＞

会期：平成２９年９月９日（土）～１２日（火）

○選手・役員：約１万人（４７都道府県＋２０政令指定都市）

○参加予定人員：延べ約４０万人（観客含む）

○交流大会種目：２６種目（過去最多タイ）

※先催大会データ

延べ参加者数 Ｈ２６栃木大会：４１３，３００人 Ｈ２７山口大会：５４６，４００人

経済波及効果 Ｈ２６栃木大会：８８億３千万円 Ｈ２７山口大会：９３億５千７百万円

ねんりんピック秋田２０１７
大会ＰＲキャラクター

「んだッチ」

©2015秋田県んだッチ

◆県民総参加に向けた県の取組（市町村関連）

地域文化伝承館
全市町村老人クラブの発表・展示

総合開会式会場ふれあい広場
市町村ＰＲコーナー

広報キャラバン隊
全市町村訪問しての盛り上げ県内の魅力ある観光情報の発信 弁当献立の県内食材利用

Ｈ２７山口大会総合開会式会場ふれあい広場の様子

イベント会場（なかいち）
ふれあい広場での伝統芸能等の発表

平成２８年１１月２１日
ねんりんピック推進室
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平成３０年産以降の米生産に係る取組
～生産数量目標の配分廃止後における需要に応じた米生産のイメージ～

基本的な考え方

■ 農業者やＪＡ等が、需要を見極めた上で、それぞれの経営判断や販売戦略に基づき、次年度の作付や生産量を決定。
■ 県段階（県農業再生協議会）では、県産米の在庫や売れ行き等を踏まえ、一般の作物と同様に、生産振興の考え方や「生産の目安」を提示（配分はしない）。
■ 市町村段階（地域農業再生協議会）では、県段階の「生産の目安」等を基に、主体的に需要に応じた米生産を実施。
■ 国においては、飼料用米への助成など水田活用の直接支払交付金の継続、ナラシ対策の見直しや収入保険制度の創設などセーフティネットの充実を図
ることが重要。

平成30年産以降の米生産フロー 市町村段階での「生産の目安」を示す場合の算定方法の例
※必要に応じて以下の算定方法を参考に「生産の目安」を提示

〈ベース部分〉
県段階の「生産の目安」を参考に、水稲作付面積割合やこれまでの市町村への配分率を基
にベース部分を算出

〈上乗部分〉
ベース部分に、当該年度に新たに実需と結びついた生産量を別枠として上乗せ

※１ 市町村段階においては、需要に応じた生産をめざし、

・ 売り先を確保した上での米づくりを推進するよう生産者、集荷業者に対して指導するとともに

・ 必要に応じて、当面は、集荷業者と連携し、生産者に地域全体の生産数量の目安を提示する。

※２ ＪＡ等の集荷業者においては、

・ 自らの努力により新たな販路開拓や契約栽培の拡大など、実需と結びついた販売を強化し

・ 確実に売り切ることができる数量を生産者や市町村と共有した上で作付計画を作成する。

※３ 県（県協議会）では、「生産の目安」の提示に加えて、

・ 県産米の売れ行き状況等の情報提供や、市場情報の見方等に関する勉強会の開催や

・ 平成30年産以降を見据え、「販売を起点とした米づくり」の方向を定めた「米の生産・販売戦略」

の策定・明示に取り組む。

生産数量の調整

国

県（県協議会）

市町村（地域協議会）

ＪＡ等集荷業者

生 産 者

これまで

生産数量目標の配分

市町村段階（地域協議会）

国 県（県協議会）

Ｈ２９年（Ｈ３０年産）

数量配分廃止～「生産の目安」の提示

数量配分

数量配分

数量配分

数量配分

需給見通し等の情報提供 「生産の目安」の提示

ＪＡ等集荷業者

生 産 者

事務局（市町村）
集荷業者と生産者が生
産量を決定するための
サポート（当面は生産の
目安の提示など）

連携

※１

※２

※３

実需と結びついた生産量の例
・中食・外食との契約に基づいた業務用向け数量

コンビニ、外食チェーンなどとの播種前契約・複数年契約等

・特定需要向けの数量

多収米，低アレルゲン米，低アミロース米、巨大胚芽米，有色素米や

香り米等の新形質米

・特別な栽培法に基づいた数量

消費者グループ、企業等の独自基準に基づき栽培される米

・その他、種子、酒造好適米、学校給食用、ふるさと納税返礼品用 など

平成２８年１１月
秋田県農林水産部

Ｅ消費者グループ

Ｄ外食チェーン

ベース部分

Ａコンビニチェーン

Ｂ企業グループ

Ｃ消費者グループ

ベース部分

当該年度 次年度

上
乗
せ
部
分

上
乗
せ
部
分

資料６
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【報告事項】台風１０号等を踏まえた緊急的な対応について 

 

平成２８年１１月２１日 

建    設    部 

１．概要 

 昨年９月の関東・東北豪雨災害を踏まえ、国土交通省では、社会全体で洪水に備える「水防災意

識社会再構築ビジョン」を同年１２月に策定した。これに基づき今春、国管理河川を対象として、

沿川市町村、県、気象台および国土交通省で構成する「大規模氾濫時の減災対策協議会」が県内３

地域で設立され、同協議会において減災に関するハード・ソフト対策を一体的に進めている。 

 このような中、本年８月末に発生した台風１０号等による豪雨災害では、岩手県岩泉町の小本川

など中小河川においても甚大な被害が発生し、避難に関わる課題が浮き彫りになった。そのため、

当面の緊急的な対応として全国の都道府県管理河川において以下の取組を行うこととなった。 

 

２．取組内容 

（１） 県内要配慮者利用施設への説明会の開催（主催：東北地方整備局および県） 

・対象は県内全ての要配慮者利用施設の管理者および市町村担当者 

・水害・土砂災害時に適切な避難行動が取られるよう管理者の理解を深めることを目的 

・開催にあたっては健康福祉部等関係機関と連携 

（２）ホットラインの構築 

・県管理河川について、洪水時等に県から沿川市町村長へ直接連絡する体制を構築 

・体制構築に先立ち国土交通省においてガイドラインを作成予定 

（３） 協議会における各種取組 

  ・「水防災意識社会再構築ビジョン」の取組を県管理河川にも拡大 

  ・協議会の構成員は、県および市町村を基本 

  ・現状の水害リスク情報や取組状況の共有、「地域の取組方針」の策定等 

 

３．スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料７ 
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【報告事項】木造住宅の耐震化促進について 

平成２８年１１月２１日 

建 設 部 

 

１．秋田県における住宅耐震化の現状 

旧耐震基準（昭和５６年以前）の木造住宅の耐震化促進に向けて、秋田県耐震改修促進計画に基

づき、平成２０年度から市町村が実施する住宅の耐震診断及び耐震改修補助事業に対し、県も支援

を行っているが、実際の費用負担に対する補助額が少ないこと等から利用実績が伸び悩んでいる。  

平成２５年１０月時点における秋田県の持ち家の耐震診断実施率は全国最下位、住宅耐震化率は

６９．３％（全国第４６位）と、全国的にも大きく遅れている。 

このような中、「熊本地震における建築物被害の原因分析を行う委員会」の報告書において、旧

耐震基準による木造の建築物（１,９５５棟）の約４６％が大破・倒壊したと報告され、旧耐震基

準による木造住宅の被害率が顕著とされた。本県においても、木造住宅の耐震化促進に向け、支援

手法等における課題を整理し、早期解消する必要がある。 

 

２．住宅耐震化にかかる喫緊の課題 

（１）県内全市町村における耐震改修促進計画の策定 

  市町村耐震改修促進計画に基づく住宅耐震化にかかる取組に対し、県も国と協調して支援する。

一方、平成２８年１０月現在、市町村耐震改修促進計画の策定は１７市町村にとどまり、住宅耐

震化にかかる目標設定、支援措置の整備がなされておらず、未策定市町村による計画策定が必要

である。 

 

（２）県内全市町村における住宅耐震化支援制度の整備 

住宅耐震化にかかる補助制度の創設は県内１６市町のみにとどまり、県民による住宅耐震化へ

の支援状況について不公平感が生じており、全市町村による補助制度の整備が必要である。 

 

（３）木造住宅耐震診断支援の手法について 

耐震診断実施率の向上により、住宅耐震改修へのステップアップを促し、住宅耐震化を加速さ

せるため、住宅耐震診断にかかる新たな支援手法の検討が必要である。 

住宅耐震診断にかかる住宅所有者の診断費用等の負担軽減を図るため、県・市町村・建築設計

関係団体の連携により、診断費用の定額化や市町村による耐震診断士（建築士）の派遣など、支

援手法を検討する。 

 

 

国補助
 (１／２)

県補助
 (１／４)

市町村負担
 (１／４）

￥１５，０００ ￥７，５００ ￥７，５００ ￥１００，０００

住宅所有者
負担

耐震診断費用　￥１３０，０００      

市町村補助　　 　￥３０，０００ (補助限度額)

【耐震診断の実施率が低い要因】 

• 耐震診断にかかる手続きが煩雑 

 住宅所有者が耐震診断士を選定・契約 

 市町村に補助を申込み 

 

 
 

 

 

• 補助額が少なく自己負担が大きい 

  誰に頼めばいいか？ 

  耐震診断の契約額は？ 

  実際の自己負担額は？ 

【
所
有
者
】 

耐震診断を断念 

県内市町村による住宅耐震診断補助事業（平成 20 年度～）  

市町村が住宅耐震費用へ補助、県も国と協調し支援 

 

 

 

 

 

 

• 耐震診断費用：市町村補助要綱における耐震診断費用想定額 

• 国：市町村補助額の 1／2（住宅・建築物安全ｽﾄｯｸ形成事業） 

• 県：国補助の 1／2 

資料８ 
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資料９

県警察の重点取組事項に関する協力依頼について

平成28年11月21日
秋田県警察本部

協力依頼要旨 １ 公共施設への交番・駐在所設置に関する情報提供依頼について
経費削減、ワンストップサービスの導入によるサービス向上に資す

るため、交番等の改築に際して公共施設への設置を検討するための情
報提供を依頼する。

２ 公衆無線ＬＡＮ（Wi-Fi）のセキュリティ対策の推進について
自治体整備による公衆無線ＬＡＮ（Wi-Fi）のセキュリティ対策の

強化について協力を依頼する。
３ 防犯カメラの設置促進について

市町村による街頭防犯カメラの継続的な設置について協力を依頼す
る。

協力依頼内容 １ 公共施設への交番・駐在所設置に関する情報提供依頼について
(1) 現状

県内にある147か所の交番と駐在所のうち約25パーセントが耐用
年数を超え、改築が必要な建物が少なくない。また、財政的事情に
より、平成23年からの５年間で改築したのは11か所にとどまってい
る。このペースで改築した場合、一つの建物を平均で約67年間使用
することとなり、地域の安全拠点である交番等の安全性に齟齬を来
すおそれがある。

(2) 協力依頼事項
こうした現状を踏まえ、リフォームによる耐用年数の延伸も検討

しているところであるが、公共施設内に交番等を設置することがで
きれば、改築の経費を大幅に削減できるほか、ワンストップサービ
スの導入による住民サービスの向上等にも資することから、県と市
町村の協働による公共施設への交番等の設置について検討するため
の情報提供をお願いする。

２ 公衆無線ＬＡＮ（Wi-Fi）のセキュリティ対策の推進について
(1) 現状

全国的に地方公共団体、民間事業者等により、観光地、防災拠点
等において公衆無線ＬＡＮの整備が進められているが、これらの中
にはセキュリティ対策がとられていないものが多く存在しており、
利用者の個人情報が盗み取られるおそれがあるほか、犯罪に利用さ
れた場合、捜査に支障を来し被害の回復が困難になるとともに、連
続犯行に発展する可能性が高くなることが懸念されている。

(2) 協力依頼事項
平成27年９月４日に閣議決定された我が国の「サイバーセキュリ

ティ戦略」において、インターネットの利便性のみならずサイバー
セキュリティの観点からも十分な取組がなされるよう示され、公衆
無線ＬＡＮにおける利用者認証システムの導入や通信記録の保存等
のセキュリティ対策が推奨されている。市町村において公衆無線Ｌ
ＡＮを整備する際には、こうしたセキュリティ対策を徹底していた
だきたい。また、セキュリティ対策と併せ、公衆無線ＬＡＮのアク
セスポイントに犯罪抑止効果の高い防犯カメラを設置することにつ
いても協力願う。
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３ 防犯カメラの設置促進について
(1) 現状

県警察では、県内に設置されている防犯カメラ約17,000台を把握
しているが、このうちの約９割が店舗等の屋内に設置されたもので
あり、街頭の防犯カメラが少ない状況にある。
こうした状況に鑑み、県警察による防犯カメラの設置を促進する

とともに、市町村に防犯カメラの設置を依頼したところ、平成27、
28年度の２年間で県警察による設置が56台、市町村による設置が66
台となっているほか、自治体の補助金を活用しながら防犯カメラを
設置する商店街も出てくるなど、一定の成果が現れている。

(2) 協力依頼事項
しかし、県内の街頭防犯カメラは総体的に少ない状況にあるほか、

警察による防犯カメラの設置は基本的に犯罪が多発する地域に限定
されることから、犯罪が多発していなくても設置の必要性が高いと
認められる駅や学校の周辺、通学路等にまで設置が及んでいない。
こうした状況を踏まえ、今後も市町村と警察署の連携により、継

続的に街頭防犯カメラを設置することについて協力願う。
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資料１０

秋田県・市町村協働政策会議総会における協議結果のフォローアップについて

平成２８年１１月２１日

企画振興部

平成２８年５月２３日（月）に開催されたこの会議において県から提案をした事項について、現在、次のような取組を進めている。

２ 県提案事項について

県の提案 協議結果等 現在の取組状況（予定）

① 自治体情報セキュリティクラウド 【担当：企画振興部】

の共同運営について 県が構築中の「セキュリティク

ラウド」に つ い て 、 運営主体、 平成２８年７月１２日に開催した「秋田県電子自治体運営

マイナンバー制度施行に伴い、よ 監視体制、運営経費及び各自治 協議会総会」において、「セキュリティクラウド」の共同運

り高度な情報セキュリティ対策が必 体の負担金額等に関し、県と市 営に向けた協議を開始し、７月２６日及び１０月１７日に、

要となることから、県が構築中の「自 町村で協議・合意のうえ、共 同 運営主体、監視体制、運営経費、負担金等について、協議を

治体情報セキュリティクラウド」（以 運営を行う。 行った。

下セキュリティクラウドという。） これまでの協議においては、運営主体は県、運営経費の負

の 運 営 に つ い て 、 運営主体、監視 担割合は県と市町村が各１／２を負担することとし、各市町

体制、運営経費及び各自治体の負担 村の負担割合については、現在調整を行っているところであ

金額等に関し、県と市町村で協議・ る。今月下旬に開催予定の同協議会総会において、基本協定

合意のうえ、セキュリティクラウド の原案をとりまとめる予定である。

完成までに決定する必要がある。
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平成２８年１１月２１日

観光文化スポーツ部

平成２８年５月２３日（月）に開催されたこの会議において県から提案をした事項について、現在、次のような取組を進めている。

２ 県提案事項について

県の提案 協議結果等 現在の取組状況（予定）

② 奥羽、羽越新幹線整備促進期成同盟会 【担当：観光文化スポーツ部】

（仮称）の設立について 県内の市町村、議会、関係団体等か

らなる「奥羽、羽越新幹線整備促進期 今後の活動の推進母体となる「秋田県奥羽・羽越新幹線整

奥羽、羽越新幹線の整備促進に向け、 成同盟会（仮称）」を設立し、奥羽、 備促進期成同盟会（会長：秋田県知事）」を平成28年9月7日

市町村、関係団体等との意識共有を図り 羽越新幹線の整備促進に向けた取組み 設立し、整備促進に向けた決議を行ったほか、同日、記念シ

ながら、活動推進の体制づくり等を進め、を推進する。 ンポジウムを開催した。同盟会会員は、秋田県、25市町村、

整備促進に向けた機運を醸成するため、 秋田県議会、秋田県市長会、秋田県町村会、秋田県市議会議

県内の市町村、議会、関係団体等からな 長会、秋田県町村議会議長会、経済団体等49団体。

る「奥羽、羽越新幹線整備促進期成同盟 これまで、普及啓発リーフレットを1万部制作・配布した

会（仮称）」を設立する。 ほか、今後は、国等への要望活動（11月下旬）、沿線県（山

形県等）との連携によるシンポジウムを予定しているなど、

奥羽、羽越新幹線の整備促進に向けて、官民一体で運動を加

速していく。
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